







｢正社員｣ と ｢非正社員｣ という雇用形態の区分がある｡ 近年, 非正社員の占め
る割合は増大し, そのことに対する批判も高まっている｡ しかし, ある時点で正社
員や非正社員であっても, ずっとそうであるとは限らない｡ 移動 (転職) があるか
らである｡ 正社員・非正社員という区分が重要ならば, その移動についても議論す
る必要がある｡ しかし, その点に関して大規模データを体系的に分析した研究は,




中では, 正社員から正社員への移動者 (｢正→正｣ と略記) が自己評価が高くなっ




とが示唆された｡ また, 離職から再就職までの ｢空白期間｣ の長さに関しては, 移
動しても正社員を維持しやすい (つまり ｢正→正｣ になりやすい) のは空白期間が
短い場合であり, 非正社員が正社員化しやすくなる (つまり ｢非→正｣ になりやす
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は じ め に
企業は様々な人材を活用して, その事業活動を展開している｡ そのような
人材の種類を示す区分として良く知られたものに, ｢正社員｣ と ｢非正社員｣
という雇用形態の区分がある｡ 近年, 非正社員の占める割合は増大し, 正社
員と非正社員合計の三分の一を上回るまでになってきた (総務省 ｢労働力調
査 (詳細結果)｣)｡ しかも, 非正社員の労働条件が正社員よりかなり劣るこ
とから, このような非正社員の増大は, ｢格差社会｣ や ｢ワーキングプア｣
の出現などの議論と結びつき, 否定的に捉えられることが多くなっている｡
しかし, ここで留意する必要があるのは, ある時点で正社員であっても, 移













ば, 非正社員になる人もいる｡ 逆に, 転職して正社員として働いている人の
中には, 前職が正社員だった人もいる一方, 前職が非正社員だった人もいる｡
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もちろん, 転職していない正社員もいる｡ このような異なる移動パターンを
たどる人の間には, どのような違いがあるだろうか｡ 移動パターンによって







かった原因の 1つであろう｡ しかし, 数年前からこのような研究の機会が徐々
に広がってきている｡ 本稿では, そのような機会拡大の結果, 分析が可能に






研究が必要なように思える｡ なお, 本稿で用いるのは, 個人を対象とした政
府統計の中では, 就業について最も広範な情報を調べている総務省 ｢就業構
造基本調査｣ の秘匿処理済の個票データである｡







に, その雇用関係を企業側から解消するためには, 社会通念上, 正当と見な
される理由と手続きが必要とされる｡ その結果, 解雇が難しくなるので, 正
社員の雇用保障の程度は高いと考えられている｡ 他方, 非正社員の雇用期間
は有期 (法的には通常 3年以内) であるので, 期間修了後再契約されなけれ














第 2は, コスト削減である｡ 非正社員の人件費は, 正社員と比べると実際
にはかなり割安であるので, コスト競争で有利に立つために非正社員が活用
されることになる｡ なお, ここで問題になるのは, なぜ非正社員の人件費が
割安になるかである｡ この点に関しては, 冒頭に記した両者の位置づけの違
政経論叢 第 78巻第 5・6号
86 ( 522 )
いということ以外に, 詳述は避けるが, 以下の 2つの作用で非正社員として
働こうとする人が増えるので, 結果として非正社員の賃金が下がるというメ
カニズムが考えられる｡ その 1つは, 標準的な労働供給の理論に従う作用だ
が, パートタイマーのように指定労働時間が短い働き方には, 時間給が同じ
でも働こうとする人が多くなるという作用である(2)｡ 他の 1つは, 仕事のマ
ニュアルを充実したり, より簡単な仕事内容に仕事を組み替えたりすること




た調査で, 回答が多かった上位 2項目は, ｢賃金の節約のため｣ と ｢1日ま
たは週の中の, 仕事の繁閑に対応するため｣ であったという結果と符合して
いる (厚生労働省 ｢就業形態の多様化に関する総合実態調査 (平成 19年)｣)｡

















の 3番目の活用理由に合致する ｢自分の都合の良い時間に働けるから｣ とい
う回答が 42.0％と最も多かったが, 同時に ｢正社員として働ける会社がなかっ
たから｣ という回答も 18.9％と, 無視できない割合を占めていた (厚生労働





まず, 就業状態について最も頻繁に調べている総務省 ｢労働力調査 (詳細
調査)｣ の 2008年の結果を見よう｡ それによると, 同年の就業者数は 6,376
万人であるが, そのうち過去 1年間の離職経験者は 657万人で, うち調査時
点での就業者 (つまり転職者) は 334万人である｡ 1年間の転職率は 5.2％
となる｡ この転職者のうち雇用者に限定して, さらに前職・現職とも正社員
または非正社員である人の移動状況を見ると, ｢正社員から非正社員への移
動者 (｢正→非｣ と略記：以下, 同様の方法で略記)｣ が 45万人, ｢非正社員
から正社員への移動者 (非→正)｣ が 37万人で, 前者の方が多いことを報告
している (総務省 2009)｡
他方, 5年ごとと頻度は減るがより詳細に調べている総務省 ｢就業構造基
本調査 (以下, ｢就調｣ と略記)｣ の結果は次のようである｡ 2007年同調査
の結果概要によると, 過去 5年間の転職者数は 1,265万人で, 調査時点の有
業者の 19.2％である｡ この転職者のうち雇用者に限定して, さらに前職・現
職とも正社員または非正社員である人の移動状況を見たものが, 図 1である｡
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5 年前の正社員でその後転職した人のうち, ｢正→正｣ の移動をした人は
63.4％で, ｢正→非｣ が 36.6％である｡ 他方, 5年前の非正社員で転職した人
のうち, ｢非→正｣ の移動をした人が 26.5％で, ｢非→非｣ が 73.5％である
(総務省 2008)｡
このように移動のパターンやその量に関しては, 既存統計の結果概要で,
ある程度明らかになっている｡ しかし, どのような人が, どのような経緯で
移動しているのかなどは, データを再集計しないとわからないことである｡
そのような研究にいち早く取り組んだのが, 玄田 (2008) である｡ 彼の関
心は, 非正社員の正社員化であったので, 1年前に非正社員でその後離職し
た人の現職への移動を, ｢2002年就調｣ の個票を用いて分析した｡ ｢就調｣
は, パネルデータではないので調査は 1時点だが, 現職のみならず前職につ
いても問うているので, このような分析が可能である｡ なお, 彼の計測の分
析対象は 23,352件と多いが, 分析用に提供された ｢就調｣ の個票件数の 3％
に留まっている｡ それだけ大規模なデータであったので, 分析が可能になっ
た研究とも言える｡ ともあれ, この分析対象の中では, 移動後, ｢無業者｣
になった人が 47.9％を占め最大であったが, ｢非→非｣ が 39.3％, そして肝
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図 1 5年間の転職者の移動状況：就業構造基本調査 (2007年)
注：2007年の結果で, ( ) 内は 2002年の結果である｡
出所：総務省統計局 (2008) 『平成 19年就業構造基本調査 結果の概要 (速報)』
(http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2007/pdf/gaiyou.pdf)
(単位：千人)
心の ｢非→正｣ の移動は 10.3％となった｡ 次に, どのような条件が整うと非
正社員の正社員化が実現するか, つまり ｢非→正｣ になるかを明らかにする
ために, ｢非→正｣ の場合を 1, それ以外を 0とした変数を被説明変数とし
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資本理論の立場に立とうと, 実は結果から得られる提言は同じことである｡
それゆえここでは, このような疑問があることだけを指摘するに留めよう｡
ともあれ, 玄田 (2008) はいち早く政府統計の再集計を行い, 非正社員か
ら正社員の移動を明らかにした点で, 評価すべき研究である｡ しかし既述した












本稿で言う ｢移動｣ とは, 言うまでもなく, 前職から現職へ移ることであ
る (ただし, 前職と現職のうちどちらか片方が無職の場合もあり得る)｡ 前
述の玄田 (2008) は, 1年前の時点で非正社員の前職に就いていた人で, 調
査時点までに現職 (無業者を含む) に移動した人を分析対象としている｡ 前
職基準の移動分析で, 前職が特定の状態, つまりここでは非正社員であった







述のように ｢非正社員｣ を特定の状態として分析した｡ 彼の関心が, 非正社
員の正社員化にあったからである｡ しかし, 企業活動における重要さ, ある
いは職業能力の育成という観点からすると, 正社員を分析の中心に置くこと
が望ましいように思える｡ というのは, 現状の企業活動は正社員を中心に展
開され, 非正社員はそれを補完するという役割分担があり, それゆえ, 正社
員には配置や担当職務などを含めた職業能力育成の機会が多く設けられてい
るからである｡ なお, 前職と現職の期間, つまり移動の発生期間は 5年間と




職でどうなったのか (前職基準), および, 現職が正社員の人は 5年前時点
の前職がどのようなものであったのか (現職基準) を, 明らかにする(4)｡
 移動パターンの定義
このような前職基準と現職基準の関係を, 表で確認すると, 表 1のように
なる｡ ここで, 表中の①～⑤が前職基準 (5年前が正社員の前職に就いてい
た人) である｡ そして⑧～⑪が現職基準 (5年以内に前職から現職に正社員
として移動した人) である｡ また, 表中の⑮は 5年前以降の新規参入者 (新
卒者等) で転職経験のない人, ⑭は転職経験はあるが 5年前の時点では就業
していなかった就業中断者である｡ 共に 5年前時点の有業者ではないので,
分析では除外する｡ なお, ①と⑧のように同一セルにある複数の番号は, 同
じ移動パターンで, 同一のものである｡
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前職基準は①～⑤で, ①が ｢正→正｣, ②が ｢正→非｣ で, ③は ｢非→自
営｣, ④が ｢非→その他｣, そして⑤が ｢非→無業｣ である｡ なお, ⑥は前職
はあるものの正社員である現職に 6年以上留まっている人であるので ｢かな
り正社員｣ とし, ⑦は前職がなく (つまり転職経験がなく) かつ現職の正社
員には 6年以上留まっているので ｢ずっと正社員｣ と呼び, 参考のために一
部のクロス表では集計する｡ 他方, ⑧～⑪の現職基準では, ⑧が ｢正→正｣,
⑨が ｢非→正｣, ⑩が ｢自営→正｣, そして⑪が ｢その他→正｣ である｡ ここ
でも, ⑥と同じ⑫を ｢かなり正社員｣ と呼び, ⑦と同じ⑬を ｢ずっと正社員｣
呼び, 参考のために比較できるようにする｡ なお, 玄田 (2008) が分析対象
としたのは, 表の⑨ (非→正) と, その下に続く 5つのセルのうちの 4つ
(非→非, 非→自営, 非→その他, 非→無業) である｡
 移動パターンの構成





前 職 前職の有無 あり なし
前職離職時期 5年以内 6 年以上前
前職入職時期 6年以上前







正 社 員 ①⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑭ ⑮
非 正 社 員 ②
自 営 ③
そ の 他 ④
6年以上正社員 ⑥⑫ ⑦⑬
現 職 な し ⑤
(注) ｢正社員｣ は雇用者のうち正規職員・従業員, ｢非正社員｣ は正規職員・従業員以外,
｢自営｣ は会社などの役員・自営業主, ｢その他｣ は自家営業の手伝い・内職のことである｡
そこで以下のクロス集計等の記述統計では, 復元後のデータによって集計を
すすめる(5)｡ なお, 復元後の総件数は 87,208,045件数である｡
前職基準でみた移動パターンの構成が, 表 2である｡ 上記の①～⑦, すな
わち 5年前の時点で前職または現職が正社員であった人は, 全体の 29％で
ある｡ そしてそのうち 70％以上の人は ｢かなり正社員｣ または ｢ずっと正
社員｣ で, 少なくともこの 5年間では転職していない｡ また移動パターンと
して多いのは ｢正→無業｣ で, 特にそれは女性の中で高い構成比となってい
る｡ 出産・育児などへの対応が影響していることが推測される｡
他方, 現職基準の移動パターン構成比が表 3である｡ 5年前に無業者であっ
た人は表 1の⑭または⑮で, 今回の集計対象から除外されている｡ そのこと
もあり, ⑧から⑬を合計しても, 23.6％に留まっている｡ また ｢非→正｣ の
割合が, 玄田 (2008) と比べるとかなり少ないのは, 非正社員であった人は
雇用期間が短いので, 5年前の時点では前職ではなく前々職, あるいはそれ
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表 2 前職基準による移動パターンの構成 (復元後)
％, ( ) 内は実数



















































資料：総務省統計局 ｢平成 12年就業構造基本調査｣ 80％ランダム・サンプリングデータを特別
集計｡ 以下に続く本稿の図表は, 全て同様｡
以前の職であった人が多く, 分析対象にならなかったのかもしれない｡ これ
らのこともあり, 分析対象のうち ｢かなり正社員｣ または ｢ずっと正社員｣
の割合は, かなり高くなっている｡
なお, 本稿の関心は, 正社員と非正社員の間の移動に関心があるので, 上
記 2種類の表のうち, ｢正→非｣, ｢正→正｣, ｢非→正｣ の 3パターンをとり






上段の産業別では, ｢正→非｣ の場合は, ｢製造業｣ が減少し, ｢医療・福
祉｣, ｢教育・学習支援業｣, そして ｢その他サービス業｣ などのサービス業
移動した正社員と非正社員の前職と現職
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表 3 現職基準による移動パターンの構成 (復元後)
％, ( ) 内は実数
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表 4 移動パターン別の前職と現職の違い
正→非 正→正 非→正 かなり
正社員
ずっと




























































































































































































































































































































































































職 業 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
が増えている｡ ｢正→正｣ でも製造業は減少しているが, ｢非→正｣ ではむし
ろ増加している｡ ｢かなり正社員｣, ｢ずっと正社員｣ では, 共に製造業の割
合がかなり高いので, 製造業は正社員が多い産業と言えそうである｡ そこで




員の増加を促すためには, 製造業の雇用増が必要かもしれない｡ なお, ｢医
療・福祉｣ は近年, 雇用が増大している産業である｡ 3つのパターンとも増
加していて, 正社員・非正社員共に増えていることがわかる｡ いくつかの計
量分析は, 正社員が増えた企業で非正社員も増えていることを報告している
(石原 2003, 原 2003, 玄田 2004)｡ 両者が共に増えるのは, 成長産業の特
徴であろう｡
移動パターンごとに, 企業規模別構成比を見たものが表の中段である｡ こ
こでは, 参考のために示した ｢ずっと正社員｣ で, ｢1,000人以上｣ と ｢官公
庁｣ が多く, 両者で 48.2％と半数近くに達することが目を引く｡ 働き始めて
以来, 転職経験をしていない人は, 雇用が安定した大企業や官庁に勤務して
いる人が中心であることを示している｡ しかし他方, ｢正→非｣ と ｢正→正｣
を見ると, ｢1,000人以上｣ の企業から移動した人が, かなりの割合を占めて
いることもわかる｡ これらの大企業等では相対的に雇用が安定しているもの
の, 意外に離職者が多いと言える｡ また興味深いことに, 現職について ｢非
→正｣ と比較すると, ｢正→非｣ の方で, むしろ大企業等が多くなっている｡
転職して非正社員になるのであれば大企業等にも移りやすいが, 正社員とし
て大企業等には移動しにくいことを示している｡
表の下段は, 職業別構成比の変化である｡ ｢かなり正社員｣ や ｢ずっと正
社員｣ と比べると, 移動者の ｢現職｣ は ｢サービス職業｣ が多くなっている｡
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特に ｢正→非｣ と ｢非→正｣ では, それがかなり多い｡ ただし ｢非→正｣ で
は, その職業の割合は ｢前職｣ より減っている｡ これらのことから ｢サービ
ス職業｣ は, 相対的に転職者が就くことが多い職業で, 特に非正社員への転
職者がそれに就くことが多いといえる｡ それ以外では, ｢非→正｣ の ｢現職｣





性と年齢別に 3パターンごとの構成比を見たものが, 表 5である｡
男性の場合, ｢正→非｣ は年齢層が高いほど多くなるが, 特に ｢60歳以上｣
が多く, そこで半数以上を占めている｡ 定年後の再就職や継続雇用で, 非正
社員となるケースが多いからと考えられる｡ 女性のこの移動パターンは, 男
性とは異なり, ｢15～19歳｣ や ｢30～44歳｣ という比較的若い年齢層が多く
なっている｡ 学校卒業後, 正社員として就職したが, 結婚や出産等で離職し
非正社員として働いているというケースであろう｡
｢非→正｣ も男女では違いが見られる｡ すなわち, 男性では ｢15～29歳｣
という若い層が多いが, 女性ではむしろ ｢30～44歳｣ が多くなっている｡
若年層の非正社員をフリーターと呼ぶことが多いが, 小杉 (2003, p. 68)
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表 5 移動パターンごとの年齢別構成比
男 性 女 性





























年齢計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
によれば, 大卒フリーターの多くは数年以内に正社員になっていると言う｡
男性若年層でこのパターンが多いのは, このような動向を反映したものであ




 移 動 理 由
移動者はなぜ, 移動したのだろうか｡ 性や年齢で, 移動の理由も異なるこ
とが予想されるので, それらで 8区分設け, その区分ごとに移動パターン別
にその理由を集計した｡
まず, 1項目のみの回答を求めている前職からの離職理由の集計結果から
見よう｡ 図 2がその結果である｡ ｢その他｣ がかなり多く, 多様な離職理由
があることがわかる｡ ともあれ, 他の離職理由を見ると, ｢60歳以上｣ では,
男女とも ｢定年などのため｣ という理由が多くなっている｡ この年齢層特有
の離職理由である｡ ところで, 調査時点の 2002年は雇用調整の実施率が高
まった時期でもあるが, ｢45～59歳｣ で, それに関連する ｢人員整理・勧奨
退職のため｣ が多くなっている｡ 特に ｢正→非｣ の移動パターンでそれが多
い｡ リストラにより中高年者が非正社員化していることが示唆される｡ なお,
｢非→正｣ のパターンでは, 男女を問わず比較的若年層で, ｢一時的・不安定
な仕事だから｣ という理由が多い｡ フリーターから脱却した人たちであろう｡
同じ ｢非→正｣ のパターンで目にとまるのは, ｢収入が少ない｣ という理由
が, 女性の中堅層でやや多くなっていることである｡ また, 女性ではやはり,
｢結婚のため｣ や ｢育児のため｣ という理由が多く, 特に比較的若年層の
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他方, 現職への入職理由を集計したものが, 図 3である｡ 全般的に, ｢失
業していたから｣ と答える割合が多いが, 中でも ｢正→非｣ の場合でそれが
多い｡ 非正社員を望んでいたのではないが, いつまでも失業しているわけに
もいかないので, 非正社員の仕事に就いた人が少なからずいることを示して
いる｡ また, ｢収入を得たかったから｣ という理由は, 女性と男性の若年層
で多くなっている｡ このように, そうせざるを得なかったことを示す理由が
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図 3 現職への入職理由
(男性) (女性)
少なくないが, 逆に現職を自ら選択したことを示唆する理由, すなわち ｢知
識や技能を活かしたかった｣ や ｢より良い条件の仕事だった｣ という回答も












設問は, 転職してない人に対しても行っているので, ｢かなり正社員｣ と
｢ずっと正社員｣ についても, 結果を示そう｡
まず, 年収の結果を図 4に示す｡ 男性では, ｢ずっと正社員｣ が, ｢45～59
歳｣ まで上昇を続けるきれいな年功的年収線となり, ｢かなり正社員｣, ｢正
→正｣ も水準は徐々に低下するが, ｢ずっと正社員｣ に準じた年功的な線と
なっている｡ それに対し ｢非→正｣ は, 年齢に関わらず正社員になったのは
5年以内の人であるためか, 年功的な傾向は感じられない｡ ｢正→正｣ との
違いは, 正社員になっても前職が非正社員の場合は, 前職の経験が評価され
ないことを示している｡ 他方, 女性のパターンごとの年収も, その水準は男
性と同じ順序になっている｡ ただし男性と異なり, 年功賃金の傾向を感じさ
せるのは, ｢ずっと正社員｣ の場合だけである｡
次に, 現職の継続意識を見よう｡ ｢就調｣ では, ｢この仕事を続けたい｣,
｢この仕事のほかに別の仕事もしたい｣, ｢ほかの仕事に変わりたい｣, および
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図 4 パターン別の平均年収
｢仕事をすっかりやめてしまいたい｣ の中から 1つ選ぶことを求めている｡
このうち ｢この仕事を続けたい｣ または ｢この仕事のほかに別の仕事もした
い｣ と答えた場合を ｢継続意識がある｣ とし, その割合を集計した結果が図
5である｡ ｢正→非｣ のパターンで, 男性では若年層・中堅層, 女性でも中
堅層で, 他のパターンより継続意識は低いことが目にとまる｡ ただし, 中高
年層や高齢層になると, ｢正→非｣ でも継続意識が高くなる｡ その結果, ｢60
歳以上｣ の高齢層では, 他の移動パターンとの違いが明瞭でなくなる｡ 男性











(｢この仕事を続けたい｣ または ｢この仕事のほかに別の仕事もしたい｣ と答えた割合)
えるのかを, 多くの要因を一度に分析できる多変量解析により分析しよう｡
ただし, 前節とは異なりサンプルの母集団への復元は行わない(7)｡ なお前節
の分析では, 3つのパターンを比較したが, それらは, 前職基準と現職基準





析である｡ そのような人で, 転職後も正社員だった人 (正→正) を 1, 転職
後は仕事に就いているが正社員でなくなった人 (｢正→正｣ 以外) を 0とし
た変数を被説明変数としたロジスティック回帰分析を行う｡ 説明変数は, 性・
学歴・年齢という個人属性 (いずれも現状) と, 前職の企業規模, 職業, 離
職理由, および前職離職後から現職に就くまでの ｢空白年数｣ である｡ 最後
の ｢空白年数｣ は連続数で, それ以外は全てダミー変数である｡ 空白年数に
関しては, それが短いほど, それまでの経験が劣化しにくく (人的資本が陳
腐化されにくく), その結果, 正社員に転職しやすいと想定できるので, 符




するので, この場合も, 人的資本理論に立脚した場合と同様に, やはり符号
は負となる｡
ともあれ, 結果を見よう｡ 表 6である｡ 左端の列が, 女性ダミーを入れた
男女合計の結果で, 他の 2つは性別にサンプルを分割したものである｡
性別に関しては, 男性の方が転職後, 正社員に就きやすいことを示してい
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出身者は, 男女とも非正社員になることが多いが, 逆に前職 ｢官公庁｣ の男
性は, 正社員になりやすいことを示している｡ 前職で獲得した知識や技能の
違いが作用しているようにも思える｡ 前職の職業では, ｢専門的・技術的職





ため｣ という非自発的理由で離職した場合は, その後, 非正社員になること
が多い｡ ｢病気・高齢のため｣, あるいは ｢結婚｣, ｢育児｣, ｢介護｣ 等の理由





らない｡ ただし, その次にある ｢空白年数｣ はそのヒントを提供するかもし
移動した正社員と非正社員の前職と現職
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 現職基準：現在, 正社員だが, 前職も正社員の人とそうでない人
現職基準によるロジスティック回帰分析の結果が, 表 7である｡ ここでの
被説明変数は, 現職が正社員という人のうち, 5年前の前職が, 正社員だっ
た人 (正→正) を 1, 非正社員だった人 (非→正) を 0としている｡ それゆ
え, 説明変数の符号が負になると, ｢正→正｣ よりむしろ ｢非→正｣ という
パターンになりやすいことを示している｡ 逆に正の符号は, ｢非→正｣ より
｢正→正｣ である確率が高いことを意味している｡ その説明変数は, 性・学
歴・年齢という個人属性と, ｢空白年数｣ は前職基準の時と同じだが, 企業
規模と職業は現職に関するものであり, それに合わせ現職への ｢入職理由｣
も投入している｡
結果を見ると, ｢女性ダミー｣ は負である｡ 転職して正社員となった人の
うち, 男性より女性の方が, ｢非→正｣ というパターンである確率が高い｡
既述した前職基準では, 女性は正→非になりやすかったことと合わせて考慮
すると, 女性は正社員と非正社員の間を行き来する可能性が高いと言える｡
年齢の項目は, 男女で対照的な結果である｡ 男性は, 有意となった項目のう
ち, 1つを除いて, 全て負である｡ このことは, ｢非→正｣ の確率が高いこ
とを意味している｡ 高齢層で特にそうなっている｡ 前職基準のこの年齢層の
男性の結果と照らし合わせると, ｢女性ダミー｣ の時と同じだが, 男性高齢
層は, 正社員と非正社員の間を行き来する可能性が高いことが示唆される｡
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他方, 女性では, 有意となった項目の全てで, 正である｡ このことは, それ




次に, 現職への入職理由の結果を見よう｡ 男性では, 負で有意となったの
は ｢学校を卒業した｣ のみである｡ 在学中のアルバイトから, 卒業後, 正社
員として就職したというパターンであろうか｡ それ以外の, 例えば ｢知識や
技能を活かしたかった｣ や ｢より良い条件の仕事だった｣ など, 多くの項目
が正で有意となっている｡ ｢学校を卒業した｣ 以外の理由では, ｢正→正｣ の
パターンが多いことが窺える｡ なお, 女性に関しては, 男性と比べると, 有
意となったものは少ない｡ しかし, 有意となったものはいずれも正で, 男性
とほぼ同様の結果である｡
最後の ｢空白年数｣ は, 男女どちらも正で有意である｡ このことは, 空白
期間が長くなると ｢正→正｣ となり, 短くなると ｢非→正｣ となることを示
している｡ それゆえ, 後者の ｢非→正｣, つまり非正社員の正社員化のため
には, 空白期間を短くすることが必要なことを意味している｡ なお, 既述し
た前職基準でのこの変数の符号は負であったので, 空白期間が長いと ｢正→
非｣ となり, 短い場合が ｢正→正｣ であった｡ このことは, 正社員であり続
けるためにも, 空白期間を短くすることが必要なこととなる｡ どちらの基準
で見ても, 転職時の空白期間を短くすることが, 正社員化を促すことになる｡
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(転職) があるからである｡ そこで, 正社員と非正社員の移動の現状を明ら
かにするために, 総務省 ｢2002年就業構造基本統計調査｣ の秘匿処理済 80
％抽出個票データを分析した｡
分析は, 5年前に前職が正社員であった人が移動後どうなったか (前職基
準) と, 現在正社員の人の 5年前の前職は何であったか (現職基準) の 2つ
の側面から, いくつかの移動パターンを抽出し行った｡ まず, 非正社員から
正社員への移動者 (｢非→正｣ と略記：以下同様), 正社員から正社員への移
動者 (正→正), 正社員から非正社員への移動者 (正→非) の 3パターンと,
比較のために 5年間以上移動経験のない正社員 ｢かなり正社員｣ と, これま
でに移動経験がなく 5年以上前から正社員 ｢ずっと正社員｣ の 2パターンも
加えて, クロス表により分析した｡ 次いで, 前職基準では ｢正→正｣ と ｢正
→非｣ のパターンを決めるのはどのような要件かを多変量解析により分析し,
現職基準では ｢正→正｣ と ｢非→正｣ の間の決定要件を同様の手法で分析し
た｡
結果は多岐にわたるので, ここではその中から興味深いいくつかの点を紹
介しながら, 若干の政策的含意を述べる｡ 第 1に, これらの移動パターンの
中で, 移動後の年収や継続希望から見て, 移動に対する自己評価が高かった
のは, むしろ, ｢ずっと正社員｣ や ｢かなり正社員｣ という非移動者であっ
た｡ ｢転職の時代｣ と言われてきているが, 転職した方が得というケースは
転職者の中で多数派ではないようだ｡ 第 2に, 上記と同じ基準で見ると, 移
動者の中では ｢正→正｣ が移動後の自己評価が高くなっていた｡ また, ｢正
→非｣ よりも ｢非→正｣ の方が, 自己評価が高くなっていた｡ やはり, 非正
社員という働き方は望ましくないと, 受けとめている当事者が多いようであ
る｡ 第 3に, 前職基準での ｢正→正｣ の移動パターンは, より良い条件を求
めて離職した場合になりやすくなっていた｡ 他方, 人員削減のような非自発
的な理由で離職した場合は, ｢正→非｣ というパターンになりやすくなって
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いた｡ このことは, 非自発的離職を最小限に留めるような対策が必要なこと
を示している｡ 第 4に, 離職から再就職までの ｢空白期間｣ の長さに関して
は, 前職基準で正社員を維持しやすい (つまり ｢正→正｣ になりやすい) の
は空白期間が短い方であり, 現職基準で正社員化しやすい (つまり ｢非→正｣
になりやすい) のもそれが短い方であった｡ このことから, 転職情報の迅速
な提供などの, 短期間での再就職を可能にする対策が求められていることが
示唆された｡
なお, 第 4で指摘した空白年数がなぜ, 有効な変数となるかについては,
本文中で述べたが, 人的資本理論的な解釈と, シグナリング仮説的な解釈が,
共に成立する｡ 本稿の分析からは, どちらの理論が妥当かを論ずることはで












( 1 ) 短時間正社員という働き方が皆無というわけではない｡
( 2 ) この論理を, 明確に指摘しているのは, 最近では冨田 (2008) である｡





3～9月の期間, 借用したものである｡ 玄田 (2008) と同じ調査のデータであ
るが, 80％抽出データであるので, 本稿で用いるデータと玄田のそれが, 完全
に同一かどうかは不明である｡ なお, 筆者は ｢就調｣ の 2002年のみでなく,
1997年および 1992年の合計 3回分のデータを借用し分析した｡ 2002年以外の
分析結果は, 近い将来, 公表する予定である｡ また, 結果として玄田と類似し
た関心で同じデータを分析することになったが, 筆者が玄田の分析結果を知っ
たのは, 筆者の集計が全て終了しデータを返却した数ヵ月後であった｡
( 4 ) 当初の計画では, 5年前時点と調査時点の間の移動を扱う予定であったが,
現職基準では 5年前が ｢前職｣ であった人に限定することにした｡ と言うのは,
｢就調｣ では就業状況は前職と現職についてしか尋ねていないので, 5年間に
複数回転職した場合, つまり 5年前が前々職, あるいはそれよりもっと以前の
職の場合は, 5年前の状況が把握できないからである｡
( 5 ) このデータには ｢LWeight｣ と ｢REWeight｣ の 2種類が準備されている
が, 後者を用いた｡
( 6 ) ここで, ｢正→正｣, ｢かなり正社員｣, および ｢ずっと正社員｣ は, 前職基準
と現職基準のどちらでも共通である｡ それゆえ, 以下では比較を容易にするた
めに, 前職基準からこの 3パターンと ｢正→非｣ の集計結果を抜粋し, 現職基
準の ｢非→正｣ の集計結果と一緒に掲載する｡
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